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Ⅴ．セ グ メ ン ト 情 報 の 注 記 
 
１．事業の種類別セグメント情報 

 

  当連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）            （単位：百万円） 

 電気事業 その他の事業 合  計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高および営業損益      

 売 上 高          

   (１)外部顧客に対する売上高 522,922 46,931 569,854 － 569,854 

   (２)セグメント間の内部      

     売上又は振替高 527 150,047 150,575 (150,575) － 

   計 523,450 196,978 720,429  (150,575) 569,854 

 営業費用 404,046 184,193 588,239  (150,524) 437,715 

 営業利益 119,404 12,785 132,189 (50)   132,138 

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出      

資   産 2,015,716 115,443 2,131,159 (55,051)  2,076,107 

減価償却費 131,869 3,001 134,870 (3,489)   131,380 

資本的支出 44,896 3,837 48,733 (2,531)   46,202 

（注）１．事業区分の方法 

     事業活動における業務の種類を勘案して区分しております。 

 

   ２．各区分に属する主要な製品の名称等 

事 業 区 分 主 要 な 製 品 ・ 事 業 活 動 

電 気 事 業 卸電気事業、その他の電気事業 

その他の事業 電気工事・土木建築工事の請負、燃料油輸送、計算業務の受託、電算機の賃貸 

 電子応用設備・通信設備の保守、ビル管理、環境保全施設の運転・保守・建設 

 火力発電所の揚運炭、灰捨業務、フライアッシュ販売、保険代理業、石炭の調査、 

各種エンジニアリング・コンサルティング 

 

３．当連結会計年度より、当社設立の根拠法であった電源開発促進法が平成15年10月2日に廃止されたこと

を踏まえ風力発電事業、IPP（独立発電事業者）による一般電気事業者向け電力卸供給事業、PPS（特定

規模電気事業者）向け電力卸供給事業を営む関係会社の事業区分を「その他の事業」より「電気事業」

に変更しました。この変更により事業の種類別セグメント情報に与える影響は、当連結会計年度から連

結子会社となった糸魚川発電㈱であり、与える影響額は軽微であります。また、当社の国内におけるエ

ンジニアリング・コンサルティング事業他附帯事業の事業区分を「電気事業」より「その他の事業」に

変更しました。この変更による事業の種類別セグメント情報に与える影響額は軽微であります。 
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  前連結会計年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）            （単位：百万円） 

 電気事業 その他の事業 合  計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高および営業損益      

 売 上 高          

   (１)外部顧客に対する売上高 545,824 38,297 584,122 － 584,122 

   (２)セグメント間の内部      

     売上又は振替高 385 135,138 135,523 (135,523) － 

   計 546,209 173,435 719,645 (135,523) 584,122 

 営業費用 421,750 165,107 586,858  (136,937) 449,920 

 営業利益 124,459 8,328 132,787       1,414   134,201 

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出      

資   産 2,137,705 110,905 2,248,610  (52,713)  2,195,897 

減価償却費 137,736 3,104 140,840 (3,692)   137,148 

資本的支出 54,885 1,347 56,233 (2,790)   53,443 

（注）１．事業区分の方法 

     事業活動における業務の種類を勘案して区分しております。 

   ２．各区分に属する主要な製品の名称等 

事 業 区 分 主 要 な 製 品 ・ 事 業 活 動 

電 気 事 業 卸電気事業 

その他の事業 電気工事・土木建築工事の請負、燃料油輸送、計算業務の受託、電算機の賃貸 

 電子応用設備・通信設備の保守、ビル管理、環境保全施設の運転・保守・建設 

 火力発電所の揚運炭、灰捨業務、フライアッシュ販売、保険代理業、石炭の調査 

 
 

 

２．所在地別セグメント情報 

当連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 当連結会計年度における本邦の売上高及び資産の金額

は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超である

ため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

 

 当連結会計年度における本邦の売上高及び資産の金額

は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超である

ため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

 

 

 

３．海 外 売 上 高          

当連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 当連結会計年度における海外売上高の合計は、連結売

上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略し

ております。 

 

 当連結会計年度における海外売上高の合計は、連結売

上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略し

ております。 

 

 

 

 

 

 


